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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第23期
第２四半期
連結累計期間

第24期
第２四半期
連結累計期間

第23期

会計期間
自 2020年10月１日
至 2021年３月31日

自 2021年10月１日
至 2022年３月31日

自 2020年10月１日
至 2021年９月30日

売上高 (千円) 4,658,543 5,121,546 9,419,839

経常利益 (千円) 379,015 435,866 648,686

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 254,547 104,030 448,213

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 240,583 63,976 414,632

純資産額 (千円) 2,652,480 2,843,212 2,840,145

総資産額 (千円) 4,005,282 4,284,033 4,237,474

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 28.90 11.78 50.87

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 27.60 11.28 48.64

自己資本比率 (％) 64.5 65.8 65.6

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 149,934 269,607 473,936

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △20,107 13,889 69,261

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) △67,035 △69,784 △61,531

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 1,856,901 2,489,489 2,275,776
 

 

回次
第23期
第２四半期
連結会計期間

第24期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　2021年１月１日
至　2021年３月31日

自　2022年１月１日
至　2022年３月31日

１株当たり四半期純利益
又は１株当たり四半期純損失（△）

(円) 17.97 △4.40
 

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期首

から適用しており、前第２四半期連結累計期間及び前第２四半期連結会計期間並びに前連結会計年度に係る

主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用しておりますが、影響はありません。

 
 
 
２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はございません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」からの重要な変更があっ

た事項は以下のとおりであります。

当社の連結子会社である株式会社クロスリアリティが保有する固定資産について、減損損失203,444千円を特別損失

として計上したことにより、前事業年度の有価証券報告書に記載した「(9)減損リスクについて」はなくなりました。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

　なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期首

から適用しておりますが、これによる財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローに与える影響はありません。

 
(1) 経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症変異株による再拡大に対してまん延

防止等重点措置が発令されました。また、原油価格や原材料価格の高騰によるインフレ懸念やロシアによるウクライ

ナ侵攻等、先行きが不透明な状況が続いております。

　このような中、当社のソリューション事業においては、派遣業務、請負業務ともに増加しました。さらに、コンサ

ルティング事業、AR/VR事業においても受注が増加し増収となりました。一方で、採用広告費及び人件費を中心に販売

費及び一般管理費は増加しました。営業外収益では、雇用調整助成金等の助成金収入が減少しました。特別損失で

は、以下の理由により減損損失を計上いたしました。

　当社の連結子会社である株式会社クロスリアリティ（以下「当該子会社」という。）につきましては、AR/VRアカデ

ミー事業において、新型コロナウイルス感染症の影響により開校及び外部受講者の獲得が遅延しました。また、AR/VR

ソリューション事業において、当初米国 EON Reality 社（以下「EON社」という。）のEONプラットフォーム、その他

ハードウエアを含む商材全般の販売を計画しておりましたが、EON社がビジネスモデルの変更によりハードウエア販売

から撤退したこと、及びEON社のプラットフォームや商材の日本に合わせたローカライズ化（日本語への対応、ユーザ

ビリティを踏まえた改修、仕様の変更等）の対応が遅れたこと等により、現在当該子会社を含むAR/VR事業全体の事業

計画の見直しを進めております。以上より、当第２四半期連結会計期間において、当該子会社が保有する固定資産に

ついて将来の回収可能性を検討した結果、「固定資産の減損に係る会計基準」に基づき、減損損失203,444千円を特別

損失として計上いたしました。今後の方針といたしましては、当該子会社においては、AR/VRエンジニアの育成を行う

VRIA京都（VRイノベーションアカデミー京都）での当社技術社員の教育を優先し、VRエンジニアの早期育成による差

別化を推進してまいります。引き続きEON社と連携を取りながら、EON社の最先端の教育、実践プログラムの活用に加

えて、これまでのAR/VR研修や商品開発によって積み上げてきた技術及び知見を踏まえ、VRエンジニア育成及び人財確

保によるソリューション事業（VRエンジニア派遣等）の拡大へ貢献すべく連携してまいります。さらに、AR/VR事業に

おいては、VRエンジニアの教育、確保により自社商品開発及び受託開発による収益拡大に努めてまいります。

　これらの結果、当第２四半期連結累計期間の経営成績は、売上高5,121,546千円（対前年同期比9.9%増）、営業利益

396,707千円（対前年同期比302.0%増）、経常利益435,866千円（対前年同期比15.0％増）、減損損失を計上したこと

により親会社株主に帰属する四半期純利益は104,030千円（対前年同期比59.1％減）となりました。

 

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

　なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントとして記載する事業セグメントを変更しており、当第２四半

期連結累計期間の比較・分析は、変更後の区分に基づいております。

 

①　ソリューション事業

　派遣業務は、在籍技術者数については前連結会計年度に採用抑制を行った影響等により減少しました。一方、当第

２四半期連結累計期間において、新型コロナウイルス感染症の影響を受けていた前年同期と比べて稼働率が大幅に改

善したこと等により、売上高は前年同期比で増加しました。また、継続的にIT分野の強化に取り組み、IT分野の売上

及び売上構成比がともに増加しました。

　請負業務は、プロジェクト単位及びチーム体制での受注を踏まえ、積極的に受注拡大に注力いたしました。その結
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果、製造請負においては、既存取引の中でも半導体関連で受注が拡大しました。IT請負においては、新規取引の受注

が堅調に推移しました。

　これらの結果、ソリューション事業の売上高は4,682,910千円（対前年同期比9.6％増）、セグメント利益は445,972

千円（対前年同期比142.8％増）となりました。

 

　②　コンサルティング事業

　ITコンサルティングサービス市場は、SAPをはじめとした既存の大規模基幹システムにおいてIT基盤の統合・再構築

が企業の重要課題とされ、当社が携わるクラウド系基幹システムであるSAP S/4 HANA及びSAP以外のERPの導入案件に

つきましても拡大傾向となりました。こうした案件状況に対して、自社ITコンサルタントの育成及び増員に加えて協

力会社の外注要員を活用し、チームでの対応体制を整えるとともに、大型案件へリソースを集中いたしました。その

結果、ITコンサルティングは前年同期比で増収増益となりました。

　HRコンサルティングの売上高は、微減となりました。

　これらの結果、コンサルティング事業の売上高は345,021千円（対前年同期比7.5％増）、セグメント利益は43,571

千円（対前年同期比35.4％増）となりました。

 

　③　AR/VR事業

　AR/VR事業は、AR（拡張現実）、VR（仮想現実）、AI（人工知能）と言われる第４次産業革命に対応する取り組みと

して、AR/VRエンジニア及びAIエンジニアの育成、企業や教育機関が求めるAR/VRコンテンツやプラットフォームの販

売及び開発、最先端AI研究の第一人者であり、データサイエンティストである研究所長のもと進めているAI技術の研

究と、ソリューション事業で培ったエンジニアの技術により、自社商品・技術・サービスの開発及びAI受託等を目的

に事業を行っております。当第２四半期連結累計期間においては、教育機関向けのVRツアー及び仮想空間を用いたコ

ミュニケーションツール、MR（複合現実）を用いた体感プログラム等の受注を獲得しました。加えて、AR/VRエンジニ

アの育成を行うVRIA京都において、AR/VR専門家育成プログラムの受講生を獲得しました。

　AI関連の取組みでは、画像認識に関する受託開発の受注を獲得しました。また、AIデザイナー講座においても受講

生を獲得しました。

　これらの結果、AR/VR事業の売上高は69,212千円（対前年同期比85.7％増）、セグメント損失は83,250千円（前年同

期は125,880千円の損失）となりました。

 

　④　その他

　障害者の雇用の促進等に関する法律に基づく特例子会社である株式会社ストーンフリーの売上高は、就労移行支援

事業の利用者が減少したこと等により、前年同期比で減少しました。

　　再生医療支援事業を行うプライムロード株式会社は、受注を獲得しました。

　これらの結果、売上高は24,402千円（対前年同期比15.1％減）、セグメント損失は9,587千円（前年同期は8,704千

円の利益）となりました。

 
 

(2) 財政状態の分析

①　資産の状況

　当第２四半期連結会計期間末における資産合計は4,284,033千円となり、前連結会計年度末より46,559千円の増加と

なりました。流動資産合計は3,883,655千円となり、前連結会計年度末より283,776千円の増加となりました。これは

主に現金及び預金が183,179千円増加、売掛金が127,017千円増加したことによるものであります。固定資産合計は

400,378千円となり、前連結会計年度末より237,216千円の減少となりました。これは主に減損損失等により、有形固

定資産が81,036千円減少、無形固定資産が90,286千円減少、長期前払費用を含む投資その他の資産が65,893千円減少

したことによるものであります。

 
②　負債の状況

　当第２四半期連結会計期間末における負債合計は1,440,821千円となり、前連結会計年度末より43,492千円の増加と

なりました。流動負債合計は1,406,500千円となり、前連結会計年度末より55,492千円の増加となりました。これは主

に未払法人税等が42,348千円増加、前受金を含むその他流動負債が16,819千円増加したことによるものであります。

固定負債合計は34,320千円となり、前連結会計年度末より12,000千円の減少となりました。これは主にリース債務を

含むその他固定負債が12,026千円減少したことによるものであります。
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③　純資産の状況

　当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は2,843,212千円となり、前連結会計年度末より3,067千円の増加

となりました。これは主に非支配株主持分が40,054千円減少した一方、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上

104,030千円及び配当金の支払61,719千円により、利益剰余金が42,311千円増加したことによるものであります。

 
 

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

213,713千円増加し、2,489,489千円となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、269,607千円の増加(前年同期は149,934千円の増加)となりました。資金の

増加の主な要因は、税金等調整前四半期純利益232,204千円の計上、減損損失203,444千円の計上によるものでありま

す。資金の減少の主な要因は、売上債権の増加127,017千円によるものであります。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、13,889千円の増加(前年同期は20,107千円の減少)となりました。資金の増

加の主な要因は、定期預金の純減額30,533千円によるものであります。資金の減少の主な要因は、有形固定資産の取

得による支出11,779千円によるものであります。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、69,784千円の減少(前年同期は67,035千円の減少)となりました。資金の減

少の主な要因は、配当金の支払額61,501千円によるものであります。

 
 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 16,000,000

計 16,000,000
 

 

 
② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2022年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年５月16日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,835,200 8,839,200
東京証券取引所
（グロース市場）

単元株式数
100株

計 8,835,200 8,839,200 － －
 

（注）１．提出日現在発行数には、2022年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使によ

　　　　　り発行された株式数は、含まれておりません。

　２．当社は東京証券取引所マザーズに上場しておりましたが、2022年４月４日付けの東京証券取引所の市場区

分の見直しに伴い、同日以降の上場金融商品取引所名は、東京証券取引所グロース市場となっておりま

す。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年１月１日～
2022年３月31日(注)１

2,400 8,835,200 54 431,576 54 405,576

 

(注) １. 新株予約権の行使による増加であります。

 ２. 2022年４月１日から2022年４月30日までの間に、新株予約権の行使により発行済株式総数が4,000

　　 株、資本金及び資本準備金がそれぞれ90千円増加しております。
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(5) 【大株主の状況】

 

2022年３月31日現在　　

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式(自
己株式を除
く。)の総数に
対する所有株式
数の割合
(％)

齋藤　公男 京都府京都市北区 4,542,800 51.42

セファテクノロジー株式会社 大阪府枚方市新町１丁目12－１ 440,000 4.98

MORGAN STANLEY & CO. LLC
(常任代理人　モルガン・スタンレーMUFG
証券株式会社)

1585 BROADWAY NEW YORK, NEW YORK 10036,
U.S.A.
(東京都千代田区大手町１－９－７)

241,800 2.74

西村　正巳 滋賀県彦根市 124,800 1.41

奥　直彦 京都府京都市右京区 121,600 1.38

小林　孝史 東京都大田区 97,600 1.10

株式会社SBI証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 93,145 1.05

中島　彰彦 福岡県福岡市南区 84,000 0.95

大槻　哲也 京都府京都市中京区 80,000 0.91

株式会社インテリジェンスオフィス
京都府京都市中京区烏丸通御池下る虎屋町
566－１

80,000 0.91

計 － 5,905,745 66.84
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(6) 【議決権の状況】

 

① 【発行済株式】

   2022年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 100
 

－ －

完全議決権株式(その他) 普通株式 8,826,500
 

88,265
単元株式数
100株

単元未満株式 普通株式 8,600
 

－ －

発行済株式総数 8,835,200 － －

総株主の議決権 － 88,265 －
 

　

 
② 【自己株式等】

    2022年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社エスユーエス

京都市下京区四条通烏丸東
入ル長刀鉾町８

100 － 100 0.00

計 － 100 － 100 0.00
 

 
 
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2022年１月１日から2022年

３月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(2021年10月１日から2022年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2021年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,306,309 2,489,489

  売掛金 1,187,613 1,314,631

  仕掛品 6,089 10,161

  その他 99,903 69,414

  貸倒引当金 △37 △41

  流動資産合計 3,599,878 3,883,655

 固定資産   

  有形固定資産 188,137 107,100

  無形固定資産 136,148 45,862

  投資その他の資産   

   その他 314,264 248,370

   貸倒引当金 △955 △955

   投資その他の資産合計 313,309 247,415

  固定資産合計 637,595 400,378

 資産合計 4,237,474 4,284,033

負債の部   

 流動負債   

  未払金 616,590 605,975

  未払法人税等 142,683 185,032

  賞与引当金 283,476 290,416

  その他 308,257 325,077

  流動負債合計 1,351,008 1,406,500

 固定負債   

  資産除去債務 23,433 23,459

  その他 22,887 10,860

  固定負債合計 46,320 34,320

 負債合計 1,397,328 1,440,821

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 431,171 431,576

  資本剰余金 526,816 527,221

  利益剰余金 1,819,870 1,862,182

  自己株式 △184 △184

  株主資本合計 2,777,674 2,820,795

 非支配株主持分 62,471 22,417

 純資産合計 2,840,145 2,843,212

負債純資産合計 4,237,474 4,284,033
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2020年10月１日
　至 2021年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年10月１日
　至 2022年３月31日)

売上高 4,658,543 5,121,546

売上原価 3,669,295 3,740,151

売上総利益 989,247 1,381,395

販売費及び一般管理費 ※１  890,571 ※１  984,688

営業利益 98,676 396,707

営業外収益   

 受取利息 13 13

 助成金収入 285,431 31,541

 補助金収入 10,992 10,798

 その他 51 57

 営業外収益合計 296,489 42,410

営業外費用   

 支払利息 3,717 2,621

 支払手数料 12,391 611

 その他 40 18

 営業外費用合計 16,149 3,251

経常利益 379,015 435,866

特別損失   

 固定資産除却損 188 217

 減損損失 － ※２  203,444

 特別損失合計 188 203,662

税金等調整前四半期純利益 378,827 232,204

法人税、住民税及び事業税 127,499 165,130

法人税等調整額 10,744 3,097

法人税等合計 138,244 168,227

四半期純利益 240,583 63,976

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △13,964 △40,054

親会社株主に帰属する四半期純利益 254,547 104,030
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2020年10月１日
　至 2021年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年10月１日
　至 2022年３月31日)

四半期純利益 240,583 63,976

四半期包括利益 240,583 63,976

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 254,547 104,030

 非支配株主に係る四半期包括利益 △13,964 △40,054
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2020年10月１日
　至 2021年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年10月１日
　至 2022年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 378,827 232,204

 減価償却費 57,221 52,447

 減損損失 － 203,444

 助成金収入 △285,431 △31,541

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 453 4

 賞与引当金の増減額（△は減少） 6,104 6,939

 受取利息及び受取配当金 △13 △13

 支払利息 3,717 2,621

 固定資産除売却損益（△は益） 188 217

 売上債権の増減額（△は増加） △124,976 △127,017

 棚卸資産の増減額（△は増加） 2,365 △4,071

 未払金の増減額（△は減少） △22,740 △7,999

 未払消費税等の増減額（△は減少） △154,071 △4,286

 その他 45,318 15,724

 小計 △93,035 338,672

 利息及び配当金の受取額 11 12

 利息の支払額 △3,717 △2,621

 法人税等の支払額 △114,250 △121,160

 助成金の受取額 360,926 54,703

 営業活動によるキャッシュ・フロー 149,934 269,607

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の純増減額（△は増加） △2 30,533

 有形固定資産の取得による支出 △12,999 △11,779

 無形固定資産の取得による支出 △10,539 △2,987

 その他 3,434 △1,876

 投資活動によるキャッシュ・フロー △20,107 13,889

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 配当金の支払額 △61,269 △61,501

 その他 △5,765 △8,282

 財務活動によるキャッシュ・フロー △67,035 △69,784

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 62,791 213,713

現金及び現金同等物の期首残高 1,794,109 2,275,776

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,856,901 ※  2,489,489
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

　 収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期首

から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると

見込まれる金額で収益を認識することとしております。

　　当該会計方針の変更により四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

なお、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経

過的な取扱いに従って、前第２四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載し

ておりません。

 
　時価の算定に関する会計基準等の適用

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。

当該会計方針の変更により四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

 
(四半期連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2020年10月１日
至 2021年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年10月１日
至 2022年３月31日)

給料手当 323,859千円 341,365千円

賞与引当金繰入額 34,016千円 40,064千円

貸倒引当金繰入額 453千円 4千円
 

 
 
※２　減損損失

　　当第２四半期連結累計期間において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しまし

　た。

 場所 用途 種類 減損損失額（千円）

 京都市右京区 事業用資産

建物及び構築物 4,828

工具、器具及び備品 28,681

リース資産 20,435

ソフトウエア等 76,614

その他 72,884
 

　　当社グループは、管理会計上の区分及び投資の意思決定を基礎として、継続的に収支の把握がなされてい

　る単位でグルーピングを実施しております。

　　当社の連結子会社である株式会社クロスリアリティにおいて、現在の事業環境を踏まえ、将来の収益見込

み等を合理的に見積り、回収可能性を慎重に検討した結果、事業用資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

　　なお、回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローが見込めないため、

　ゼロとして評価しております。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2020年10月１日
至 2021年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年10月１日
至 2022年３月31日)

現金及び預金 1,995,280千円 2,489,489千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △138,378千円 －千円

現金及び現金同等物 1,856,901千円 2,489,489千円
 

 

 
(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間（自　2020年10月１日　至　2021年３月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年12月23日
定時株主総会

普通株式 61,489 7.00 2020年9月30日 2020年12月24日 利益剰余金

 

 
２．基準日が第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 
当第２四半期連結累計期間（自　2021年10月１日　至　2022年３月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年12月23日
定時株主総会

普通株式 61,719 7.00 2021年9月30日 2021年12月24日 利益剰余金

 

 
２．基準日が第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間(自 2020年10月１日　至 2021年３月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 報告セグメント
その他
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

ソリュー
ション
事業

コンサル
ティング
事業

AR/VR事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 4,271,679 320,839 37,277 4,629,795 28,747 4,658,543

計 4,271,679 320,839 37,277 4,629,795 28,747 4,658,543

セグメント利益又は損失（△） 183,671 32,180 △125,880 89,971 8,704 98,676
 

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、就労移行支援事業等を含んでおり

ます。

２．セグメント利益又は損失（△）の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 
 
当第２四半期連結累計期間(自 2021年10月１日　至 2022年３月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 報告セグメント
その他
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

ソリュー
ション
事業

コンサル
ティング
事業

AR/VR事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 4,682,910 345,021 69,212 5,097,144 24,402 5,121,546

計 4,682,910 345,021 69,212 5,097,144 24,402 5,121,546

セグメント利益又は損失（△） 445,972 43,571 △83,250 406,294 △9,587 396,707
 

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、就労移行支援事業等を含んでおり

ます。

２．セグメント利益又は損失（△）の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　第１四半期連結会計期間より、当社内の組織再編にあわせ、「技術者派遣事業」を「ソリューション事業」に名

称変更しております。また、従来「その他」に含まれていた、タレントマネジメントシステム等を活用したHRコン

サルティングサービス及びAI関連事業は、それぞれ「コンサルティング事業」、「AR/VR事業」に変更しておりま

す。

　なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分により作成したものを記載してお

ります。

 
３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

「AR/VR事業」セグメントで、当第２四半期連結累計期間において203,444千円の固定資産の減損損失を計上して

おります。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当第２四半期連結累計期間（自　2021年10月１日　至　2022年３月31日）

（単位：千円）　

 

報告セグメント
その他
(注)

合計ソリュー
ション
事業

コンサル
ティング
事業

AR/VR事業 計

エンジニア派遣 3,854,962 － － 3,854,962 － 3,854,962

請負等 821,624 332,630 61,320 1,215,576 － 1,215,576

その他 6,322 12,390 7,892 26,605 24,402 51,007

 顧客との契約から生じる収益 4,682,910 345,021 69,212 5,097,144 24,402 5,121,546

外部顧客への売上高 4,682,910 345,021 69,212 5,097,144 24,402 5,121,546
 

(注)　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、就労移行支援事業等を含んでおりま

す。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2020年10月１日
至 2021年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年10月１日
至 2022年３月31日)

(1) １株当たり四半期純利益 28円90銭 11円78銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 254,547 104,030

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
(千円)

254,547 104,030

普通株式の期中平均株式数(株) 8,808,549 8,829,883

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 27円60銭 11円28銭

(算定上の基礎)   

 親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) － －

 （うち支払利息（税額相当額控除後）（千円）） － －

 普通株式増加数（株） 415,075 395,429

 希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連
結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

 

 
 
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社エスユーエス(E33357)

四半期報告書

18/20



独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2022年５月16日

株式会社エスユーエス

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　京都事務所
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 余　野　憲　司  

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山　中　智　弘  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エス

ユーエスの2021年10月１日から2022年９月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2022年１月１日から

2022年３月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年10月１日から2022年３月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エスユーエス及び連結子会社の2022年３月31日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書に

おいて四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注

記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企

業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財

務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信

じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

 
　

 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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